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令和７年度第５回庁議提案  審議・報告・その他 

                    提 出 日：令和７年６月５日  

                    担当部・課：産業部産業推進課〔内線３５４６〕 

① 件  名 

石巻市創業者持続化事業費補助金の創設について 

② 施策等を必要とする背景及び目的（理由） 

【背景】 

本市では、平成２６年度に国から「創業支援等事業計画」の認定を受けて、市内の経済団体や金

融機関などとの連携を図りながら、創業希望者に対して窓口相談・創業開成塾を含む創業支援セミ

ナーなどのソフト面での支援を行うとともに、本市独自で「石巻市創業支援補助金」を交付するこ

とで、事業者のスタートアップを力強く支援してきたところである。 

令和元年度から令和５年度に本補助金に採択された者の経営状況を調査すると、集客対応の苦戦・

物価高騰・顧客の消費意欲低減などの理由によって、目標の売上高・営業利益を達成している事業

者は２割程度に留まることが判明している。 

そのような事業者は運転資金が乏しく、大きな事業改革ができずに販路拡大や認知度向上に苦戦

し、売り上げに伸び悩んでいる事業者もいることから、休業廃業となる潜在的なリスクが危惧され

る。 

 

【目的】 

地域経済の活性化を推進し、事業者の経営状況をステップアップさせるため、石巻市創業者持続

化事業費補助金を創設するもの。 

③ 根拠法令及び総合計画又は個別計画との整合性 

【根拠法令】 

 小規模企業振興基本法（平成２６年法律第９４号） 

 

【〔総合計画との整合性 総合計画の位置付け：有・無〕 又は 〔個別計画との整合性〕】  

第４章 多彩な人材が活躍し誇りと活気にあふれるまち 

第５節 企業誘致の推進と新たな産業の創出 

２ 新規創業や第二創業を促進する 

④ 提案に至るまでの経過（市民参加の有無とその内容を含む。） 

令和６年 ９月 事業実施に係る検討（事業内容の検討、先行事例の研究等） 

１０月 総合計画実施計画裁定（令和７年度～令和９年度） 

令和７年 ２月 国への補助金交付申請手続き、同月末に補助金採択の旨事務連絡あり 

  ４月 東北経済産業局長より「地方公共団体による小規模事業者等支援推進事業費補助

金」の交付決定 

  ５月 令和７年度補正予算裁定 

⑤ 主な内容 

１ 補助対象事業 

  小規模事業者が抱える課題解決策としてＩＴ導入、省力化・省人化及び販路の開拓・拡大に取

り組む事業 

 

２ 補助対象者 

補助金の交付対象者は、次に掲げるすべての要件を満たす者とする。 

(1) 補助金の交付申請時において、個人開業又は会社、企業組合、協業組合若しくは特定非営利

活動法人の設立を行った日から３年を経過している者。 

(2) おおむね常時使用する従業員の数が２０人（商業又はサービス業に属する事業を主たる事業

として営む者については、５人）以下の事業者。 

(3) 補助金の交付申請時において、経済産業省関係産業競争力強化法施行規則に規定する認定特

定創業支援等事業により支援を受けたことの証明を受けた者であること。 

(4) 個人の場合は、市内に住所を有し、市内で事業を興した者であること。 
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(5) 法人等の場合は、市内に本店又は主たる事務所を置き、市内で事業を興した者であること。 

(6) 市税及び国民健康保険税を完納している者であること。 

(7) 暴力団等の反社会的勢力であり、又は反社会的勢力との関係を有している者ではないこと。 

 

３ 補助対象経費 

区分 補助対象経費 

ＩＴ導入に係る事業 専門家謝金、専門家旅費、印刷製本費、通信運搬

費、資料購入費、消耗品費、会議費、施設等利用

料、借料、調査等旅費、広報費、外注費、システム

設計・運用費、委託費 

省力化・省人化に係る事業 

販路の開拓・拡大に係る事業 

 

４ 補助金額 

補助対象事業費の１／２以内の額とし、１事業者当たりの上限額は１００万円とする（補助金

の交付は、１事業者につき１回限り）。 

⑥ 実施した場合の影響・効果（財源措置及び複数年のコスト計算を含む。） 

【影響・効果】 

小規模事業者のフォローアップを行うことにより経営の安定化が図られ、事業継続に資するとと

もに、さらなる地域経済の活発化が図られる。 

 

【市財政への負担】 

１０，０００千円 

算定根拠：補助額５００千円×想定件数２０件（※）＝１０，０００千円 

（財源）地方公共団体による小規模事業者等支援推進事業費補助金（国）１／２ 

    一般財源                         １／２ 

※昨年実施した「小規模事業者支援策に係るアンケート調査」から、１事業者当たりの平均

補助見込額を５００千円、想定件数を２０件で積算している。 

⑦ 他の自治体の政策との比較検討 

宮城県が国の補助金（地方公共団体による小規模事業者等支援推進事業費補助金）を活用してい

る事例はあるが、県内の市町村で同様の支援制度を実施している市町村はない。 

⑧ 今後の予定及び施行予定年月日 

令和７年６月 ・市議会第２回定例会に関係補正予算案について提案 

        ・石巻市創業者持続化事業費補助金交付要綱制定 

（施行予定年月日：令和７年７月１日） 

        ・市ホームページ等による周知、創業支援事業者連携会議における周知 

７月 公募開始、申請受付 

⑨ その他 

国の補助金（地方公共団体による小規模事業者等支援推進事業費補助金）を申請するにあたり、

各市区町村の管轄地域にある地方経済産業局と政策連携協定等を締結していること、若しくは、中

小企業振興条例等を制定していることが前提条件となっており、本市では東北経済産業局との包括

連携協定を令和４年１２月に締結し、令和７年２月末付けで同協定を３年間延伸している。 

 


